
5章地域開発と人的資本形成へのー視点

内田 滋

1節 教育サービスと人的資本形成

近年、生涯学習教育については、公的ならびに私的教育機関の双方が取り組

むべき教育活動の対象領域となっている。しかも、各教育機関においては、社

会へ聞かれた教育のあり方や地域貢献の具体的方法などを検討するところから

積極的にその実施を継続し発展させているところまでの幅広い展開が観察され

るようになってきた。

ここでは、生涯学習教育そのものに対する細かな定義はおくとして、単純に

通常の生涯すなわち人生期間においていつでも需要可能な学習教育として考え

てみよう。いうまでもなく、生涯という人生の全期間には、ある何らかの個別

教育課程の内容項目によって年齢層と教育効果の面で最適な組み合わせが存在

することは否定できない。それは、学習活動に関する営為とその成果が、心身

の発育ないし発達面における諸条件に基本的に依存するところが大きいためで

ある。また、個人が主体的に最適な組み合わせを選択しうるかどうかについて

も、個人差や諸種の環境条件等にもある程度影響されることが考えられる。もっ

とも、個人の主体性に関する問題は、未成年者と成人などのケースを比較する

までもなく社会的にも何らかの形で是とされる年齢区分が各国においてそれぞ

れの実状にあわせて設定されており、義務教育の就学年齢をはじめとして親権

者ないし後見人等の教育における役割などにいたることまで個々の国によって

いくばくか異なったものがある。

先ず、学習教育にまつわるサービスの属性についてあらかじめ少し考えてお
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歴史的に見れば、洋の東西を問わず一国の発展過程において、その教育水準

と普及率が重要な役割を果たしてきたことは周知のとおりであり、教育そのも
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のの重要性を疑うことは困難である。ただ、教育サービスの内容策定や実施に

伴う関係者聞における諸種の利害調整などの存在は現実に少なからず観察され

るところである。また、たとえば開発途上国における政策とりわり経済社会開

発政策にあっては、教育プログラム以上に優先されるべき保健衛生・食糧・治

安等といった直接的に国民の生存に関する諸政策との予算や人材面での調整が

絶えず必要とされるところが少なくない。

もとより、識字率の上昇をはじめとするさまざまな教育政策効果が、他の政

策実施における進捗状況や個別成果に与える相乗効果には大きなものが期待で

きる。さらに、経済社会の発展は同時に国民所得の三面等価の原理に基づき、

個人家計部門における教育サービス需要を拡大することにつながってくる。と

はいうものの、過去からの資本蓄積や国民の労働生産性ないし付加価値生産性、

貯蓄率などの大きさといったものが著しく低い場合には、ビッグ ・プッシュ理

論川こよるまでもなく何らかの国際経済援助や外国資本の導入等に対する政策

採択へのインセンティヴ（誘因）が高くなるであろう。

経済開発の上では、社会的インフラストラクチャーをはじめ産業経済基盤な

どの整備に向けた諸種の社会的資本形成が不可欠であり、教育投資を含む開発

計画に要する資金規模のうち自国資本でまかないきれない部分については、

IBRD （世界銀行） ・IMF（国際通貨基金） ・ADB（アジア開発銀行）等の国際

機関によるガイドラインに沿った融資プログラムや先進諸国政府によるそれぞ

れの ODA（政府開発援助）等が活用されている。さらに、開発途上国政府の採

用する資本移動に関する規制管理内容や緩和政策にも依存するが、主として先

進諸国の民間金融機関による商業ベースでの貸付や外国企業特に多国籍企業に

よる合弁事業等を含む直接および間接投資についても広範に行われている。

その動向と貿易代替政策の諸効果とも関連しながら、民間企業部門における

機械設備などの生産能力の増大に向けた固定資本形成の進捗は、自国産業の育

成発展のためにきわめて重要な役割を持っている。

そして、それらと同時に、政府 ・公共部門と民間企業部門における人材養成

すなわち人的資源の量的拡充と質的向上を図ることが、併行してどのように展

開され実現されるかによって開発計画の実施成果を左右することになるといっ

てもよい。このことは、シカゴ学派なかでもべッカーのいう人的資本理論3）を援
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5章地域開発と人的資本形成への一視点

用するならば、一国のマクロ的意味合いにおける人的資本形成の水準をどのよ

うに設定するかということであり、国や地域の教育 ・研修に関する法制面での

整備や各種学校・機関等に関する制度の導入・設置の問題に直結するものであ

る。民間企業におけるケースについても、それは、中央政府・地方自治体とし

ての行政スタンスとりわけ財政金融政策における援助等のあり方にかかわる問

題である。

確かに、生産人口の大きさも重要であるが、それ以上に労働資質が知何なる

水準にあるのかということは国の産業構造やハードおよびソフトの両面におけ

る技術水準の動向に強く影響しうる要因といってよい。比較優位に基づく国際

分業の高度化や、グローパリゼーション下における国際競争の拡大は、世界的

規模での IT（通信情報技術）化の進展とあいまって、新たなフェーズでの経済

構造のあり方と、それに必要な人的資源をはじめ企業経営・組織管理のノウハ

ウや工業所有権等を含む知的財産権の拡充保有などを求めている。

加えて、ペティ＝クラークの法則によるまでもなく経済発展が進めば産業構

造が高度化していき、いわゆる自然に働きかけて生産活動をおこなう農林水産

業等の第 1次産業部門から、どちらかといえば莫大な資本投下と機械設備を要

する資本集約的ウェイトの高い製造工業といった第2次産業を経て、サービス

そのものを直接に交換・取引の対象として取り扱ったりあるいはサービスを

ペースに生産活動を営んだりする第3次産業のウェイトが高まってくる。それ

は、生産高に占める割合のみならず就業者比率の面でもいえることであり、既

にわが国でも当該産業部門に従事する者の比率が60%を超えている。 80年代に

おいて、経済構造におけるサービス化やソフト化といった現象が指摘・観察さ

れたが、それも第2次産業部門における ME化や IT化の生産技術面でのめざ

ましい開発・応用・普及の展開と速度に負うところが大きしさらには、それ

が第 1次および第 3次産業部門に波及していった効果にも大きなものがあ

る04) 

製進技術や設備投資面については、メーカー各社における省資源・エネルギー

や省力化への企業努力と相倹ったものがあり、企業市民としての地域社会にお

ける社会的責任に対応する部分もある。また、それは、ゴーイング・コンサー

ンとして事業活動を継続していくという企業経営面で原価低減をはじめ生産シ
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ステムの改善等をねらいとして不断に取り組んできた結果としてみなすことも

できる。

そこでのさまざまな事業遂行や研究開発における知識 ・情報については、そ

れを企業組織内部で共有したり伝授ないし継続的に授受したりすることを効率

的且つ公正に実行できる方法を工夫することが求められる。わが国では、従来

から、よく知られた菓議書制度や OJT(on-the-job training）といったルーティ

ン業務に属するものと、OffJTとして社内教育訓練制度での各種の教育研修プ

ログラムが採用 ・実施されてきた。しかしながら、近年における不況の長期化

や経済構造変化等により、いわゆる終身雇用制度等に基づく日本的経営が変化

しつつある中で、即戦力となる人材を労働市場から直接採用するケースも見ら

れるようになった。これには、内外にわたる市場競争の激化に伴い国際的にも

トップレベルにあるわが国の賃金水準に対して、労務費および労務副費といっ

た人件費の生産物付加価値に占める割合ないし投入労働量の原単位などの低減

が原価管理の上でも不可欠の検討事項となっていることなどが作用している。

しかるに、上のような企業などをはじめとする各種組織 ・機関の内部におけ

る教育 ・研修活動や次に述べる個人 ・家計部門におけるものを除くとすれば、

本業としての教育の実施は、その実施主体によりさまざまに区分されうるが、

通常、第3次産業部門のサービス分野に属すると考えられている。実際、多く

の国では、国策として公教育による義務教育や必要とされる専門領域の人材養

成のための高等教育が整備される中で、経済発展に伴って各種専門学校等それ

ら以外の領域の教育機関の開設や私立学校による運営 ・管理等の割合が増大し

てきており、教育産業ともいうべき産業領域の拡大を見せている。

他方、周知のように、家計部門内部ないし家庭における教育実施主体（たと

えば親）の（子に対する教育などの）活動は、一般にはシャドー ・ワークや学

生の家庭教師アルバイト等として捉えられ、教材としての図書や文房具類など

への支出とは異なって市場ベースにのらずGDP等の経済計算に計上されてこ

ない。しかし、通常の学習塾に通ったり通信添削教育を受けたりするケースで

は、その支払い授業料（月謝）等が塾や通信教育業者 ・機関の事業活動におけ

る収入となり市場ベースで表現され集計されることになるのが一般的である。

ただ、いうまでもなく、このことは前者の後者に対する相対的な役割を軽視

nu 
q
J
 



5章地域開発と人的資本形成へのー視点

するものでは決してない。むしろ、世帯内部で適切に子供に援をしたり勉学を

みたり親から子へ信条や家訓等をはじめとするさまざまな知恵や知識 ・文化等

を伝授するといったいわゆる家庭教育そのものは、家庭内コミュニケーション

の必要性とともに、ますます重要性が再認識されようとしている。それは、核

家族化が一般化した中で、ライフ ・スタイルの多様化と家族構成員の行動様式

の個別化が進み、社会的にも少子高齢化の進展や地域社会の結びつき（共同体

としての意識と行動）の低下がみられる現代社会の一側面を映したものとも考

えられる。学校と家庭 ・地域社会の三者が一体となって、青少年教育に取り組

む必要性が指摘される理由の一部をなしているといえる。

2節地域開発と学校教育

地域開発問題については、一般には発展途上国における地域経済問題に関係

するものが多いが、それは先ず国民所得水準の向上などの政策目標が前提と

なっていることに基づきそのための圏内産業振興等が推進されるためであると

考えられる。もとより、経済分野以外の諸政策目標や計画が軽視されるわりで

はないが、限られた予算や資源の配分におけるプライオリティ設定への意思決

定は国によって異なりうる。

ここでは、必ずしも経済分野に限定することなく、広範な地域開発問題にお

けるものとして考える。ただ、わが国のような先進経済国にあっては、国際的

に見た場合に地域開発における整備状況で相対的に不十分な分野 ・領域はある

としても、むしろ再開発問題のほうがより重要でありEつ緊急’性を持っている

というケースが少なくない。それは、政策対象項目のソフトあるいはハードの

両面において大都市圏地域と地方地域とを問わずあてはまるところもあれば、

一方にのみ固有に観察されるものもある。したがって、本稿における地域開発

の用語の範暗にも、再開発やそれに関する諸問題を暗黙裡に包括したものとし

て把握することとしたい。

さて、教育の目的の一つには、その実施主体とそれが属する社会や組織に固

有ないし共通する文化 ・技術 ・知恵 ・知識 ・ノウハウ ・情報等を次世代の人や

組織に伝達 ・継承するとともに新たな開拓 ・創造の可能性の実現を期待すると

q合
U

句

i



とがあげられる♂そして、このことと地域社会における人的資本形成問題とは

必ずしも相反するものでないばかりか、むしろ密接に関連するところのもので

ある。それは、教育サービスの需要と供給の両サイドにおけるそれぞれの意思

決定が、インセンティヴとベネフィット（便益）はいかなる費用（機会費用を

含む）負担に基づいているかを比較検討してなされることを考えれば容易に理

解されるであろう。

教育サービスの供給については、すでにふれたように広範な部門 ・分野 ・領

域においてさまざまな公的ないし私的主体によって、年々ますます多様な方法

で行われるようになってきた。個人の発達段階でいえば、まさに胎教あるいは

親業教育から始まって保育園・幼稚園、小 ・中・高校、専門学校 ・短大・大学

（大学校） ・大学院、企業内教育・研修、職業訓練校、学習塾・各種お稽古塾、

カルチャー ・センターや公民館講座、等々がさまざまな需要に対応するべく単

線的ないし複線的に提供されている。本稿では、大学の地域における役割を考

察することがねらいであるから、そのなかでも従来から中心となってきた学校

教育とりわけ高等教育に重点が置かれる。

義務教育（小学校・中学校）と進学率90%台後半の後期中等教育（高等学校）

をコアに、幼稚園から短大 ・大学 ・大学院にいたる学校教育制度は、教育サー

ビス需給において基幹的位置付けを有している。近時、大学等の高等教育への

ニーズの高まりは、社会の高卒 ・短大卒者に対する雇用 ・求人動向での低下や

少子化傾向の定着と相倹って、同年齢層の過半に及ぶ進学率となって表れてい

る。ただ、このことは、いくつかの要因の中でも、長期的趨勢としての家計収

支に占める（子供に受けさせる）教育の経済的負担すなわち十分な教育サービ

スを需要することにかかる費用の大きさに対する個別家計の評価や判断もいく

ばくか影響するところとなっているように思われる。

近年における人口動態の特徴については、人口に占める高齢者比率の増大と

同じく若年者比率の低減傾向が定着し且つ一層顕著になってきたことといって

よい。しかしながら、いうまでもなくこれらの傾向は、全国各地域を押し並べ

て均一の動向を示しているのでなく、大都市園地域と地方地域においては異な

る諸相を呈している。

周知のように、長崎県においては、離島を含む郡部地域における場合をはじ
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5章地域開発と人的資本形成へのー視点

めとして、高齢者比率の高さが全国平均を上回っているなど地域社会での高齢

化が進んでいる。このこと自体は、たとえば高齢者に優しいまちづくりをはじ

めとして、対応すべき社会福祉等における諸政策が推進されているとすれば、

結果としてその居住にかかわる選好が顕現したものと解釈することも可能であ

る。逆に、もし、たとえば地方財政上の事由等によって諸政策内容が他の地方

地域より著しく劣るような場合や、高齢者層のうち社会的弱者とみなされる人

達の比率が高いケースでは、いわゆる足による居住地の選択 ・評価の投票が不

可能なケースに類似するところの代替的選択肢のない結果を示したものとも解

釈できる。

地域住民の年齢構成や学歴背景、家計所得分布、世帯人員数、等々に関する

集計されたマクロ・レベルの統計数値情報は、教育サービスの生産サイドにとっ

てよりきめの細かなサービスを企画 ・供給する上で重要なマーケテイング情報

となる。

大学等の高等教育機関が、 地域社会の教育ニーズにどのように対応すべきか

を考える際には、そこで生活する個人・家計のニーズとその属性だけでなく、

立地し活動する民間企業や NPO・NGOほかの各種団体、自治体などといった

法人のそれについてもマーケティング活動を行うことが必要になる。

3節 人的資本形成とコンピテンシー・マネジメント

教育サービスへの需要に関する動機が、消費的なものである場合には先の人

的資本形成効果を期待することは通常困難であろう。しかし、それが投資（自

己投資ないし人的投資）としての動機に基づくものであるならば、多くの場合

そうであるように、それによって職業人としての資質 ・能力の向上を通じた労

働生産性ないし付加価値生産性や所得の増大に寄与し、社会的にも人的資本形

成の効果としては大きなものとなって顕われてくる。

企業をはじめとするさまざまな事業所においては、そこで雇用されている役

職員に対して、その雇用に関係する形態や契約条件に応じて担当業務ないし職

務への就業に基づく成果とそれを可能にする資質ないし専門的職務遂行能力す

なわちコンビテンシー（competency）が求められる。しかも、前者について
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は、個々の事業所や職務・職位等において設定された所定の標準的な質的水準

が期待されている。それは、従来の労働配分や人事異動が一般の外部の労働市

場より組織内部の労働市場を中心に展開されてきたスタイルから、日本的経営

の変化とも相倹って外部労働市場型のウェイトを漸増させようとする中では、

いっそう事業所聞に共通性のあるものになることが予想される。

しかしながら、だからといって、それが、必ずしも個別企業や事業所に固有

の暗黙知（あるいは場合により形式知も）や経営ノウハウ等に対応するところ

のコンピテンシー内容とその水準の存続を否定するものであるとは限らない点

に注意する必要がある。なぜなら、欧米タイプのコンピテンシー ・マネジメン

トにおいても、個々の企業や組織に固有の経営理念・ノウハウをはじめとする

組織文化ないし企業文化といったものの存在とそれに基づく firm-specific

labor （企業に固有の労働）というものが有する意味や果たす役割に少なからぬ

関心がもたれているからである。

ここでの事業所という概念は、先にふれたように必ずしも株式会社等の民間

企業のものに限定されるわけではなく、自治体を含む公共部門のものや第3セク

ターの事業体、学校、病院、各種の組合形態の組織体など広範なケースを当て

はめることが可能である。

ただ、生涯学習教育について、小論では以下に経済経営系の諸事例を紹介す

ることもあって、今少し企業経営のケースに重点を置いて考えてみる。そこで

は、人材ないし人的資源について考える場合、職務担当能力を表わし主として

個人ないしポストに関係し帰属するケースで使用されるコンピテンシーという

用語と並んで、エクスパティーズ（expertise）という言葉も用いられるように

なってきた。これは、専門的技術 ・知識を意味し、組織や個人の事業遂行面で

使用される場合が多い。これらの用語は、いずれも共に密接な関係を有してお

り、例えば、いかなるエクスパティーズのもとでどのようなコンピテンシーを

持つ人材がいかほど必要なのか、その調達や配属を社内外からいかなる方法で

いつ行うべきなのか、それにふさわしい給与体系を含む待遇等の雇用 ・労働条

件はいかに設定されるべきか、もし関係する部門や人材を企業内部で立ち上げ

たり養成・管理する場合には組織改編や教育研修制度 ・人事管理をどのように

行うのが適切なのか、などという人的資源管理の最適化へ向けた経営行動がと
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5章地域開発と人的資本形成への一視点

られる際の意思決定問題においてよく見られる。

業務担当面におけるスペシャリスト（specialist)vsゼネラリスト（general-

ist）といった表現や区分は、ウチダ（1992）でも考察しているように、企業経

営に必要とされる人材（ヒト） ・物資やノウハウ（モノ） ・資金（カネ）等の経

営資源に関する取扱いを担当する①人事、総務、法務、②生産 ・技術、 R&D、

資材 ・購買、③マーケテイング（市場調査 ・商品企画）、営業・販売、④財務 ・

経理そして⑤経営企画 ・管理の諸部門職務をめぐってのいわば水平的なもので

あるといえる。

ただ、本邦企業におけるゼネラリストについては、何らかの時間的経過にと

もなって 2部門以上の複数職務を経験することにより、また、並行して職位階

層も経時的に昇進するのに伴うという場合が多く見られ、広汎な管理業務に携

わっていくことで総合的管理能力を身に着けるというケースが一般的と考えら

れる。このため、少なくとも個別の職務に関するコンピテンシー領域がそれぞ

れ対応して規定されることになる。

いうまでもなく、企業あるいは事業（本）部の所属する産業分野によっては、

そこでの生産活動や製造工程で固有に求められるところの一層専門的ないし多

様なエクスパティーズを受け持つ内部組織部門が設置され、そこにおいて関係

するコンビテンシーの範囲と水準を備えた必要な人材が配属されることで対応

していくことになる。

スコープ ・エコノミーズ（範囲の経済）の概念は、企業経済学から見ると、

複数財 ・サービスあるいは複合財 ・サービスの生産を通して、事業経営の多角

イ七への理論的根拠を与えるものである。また、経営学から見ると、その概念が

シナジー効果を通じて生産効率に貢献しうるものであることから、人的資源管

理や生産管理面においても複数ないし複合型の多能力を有する人材（例えば組

立てラインにおける多能工）の養成とその配置が期待される。そして、それに

よって、人件費ないし諸資材費（物件費）などの低減すなわち生産投入物の原

単位の改善効果を通じて、労働生産性ないし付加価値生産性の向上がもたらさ

れることに結びつく♂

個別職務に固有のコンビテンシーとは別に、個別の企業に固有のコンピテン

シ一部分も提起されうるが、後者は各職務にいくばくか共通に存在しうるもの
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と、主として特定の企業 ・部門において見られるものとがある。前者について

は、外部労働市場及び組織内部労働市場のいずれにおいても評価可能な汎用性

のあるものであり、後者は、その修得にある程度の当該企業職場での経験ない

し時間的コストを必要とするものである。

一方、職位階層面では、より上位の職位への昇進によって、より高度で且つ

多くの場合いくばくかさらに広範な管理能力を持つコンピテンシーが要求され

ることになる。日本企業の場合、欧米企業における内部組織がややフラット型

重層構造を持つ場合と比べると、より一層の多層構造型であると同時に企業内

部組織におけるヒエラルキーの高度差も大きいという見方をされることもいく

ばくか否定しがたいところである♂

すなわち、日本企業においては、一般に観察される代表権を持つ社長（ない

し会長）から役員、理事（但し、株式会社などの民間企業では部長や役員への

必要条件として採用される職能資格であり、各種団体における役員等の職位名

称（役職名）としてのものとは区分されるケースが多い）、本部長（企業によっ

ては、これに役員が就いて業務分掌を行う担当役員制を採用しているところが

少なくない）、部長、課長、係長、一般職員などの多くの職位階層から構成され

ている。いうまでもなく、そこでは、経営管理能力についても、トップ ・マネ

ジメントからミドル ・マネジメント、ロワー ・マネジメントまでそれぞれの段

階に応じて要求されるレベルが異なってくる♂

この多階層構造に対して、それを変革ないし改革しようとする要因の一部に

は、経営経済におけるグローパリゼーションに基づくところもあるが、一般社

会の IT化が企業経営の IT化を通じて組織構造そのものの改編につながる可

能性をもつことが指摘される。ただ、それには、ハードとソフトの両面で開発

の著しい ITの業務遂行面への応用や活用のさらなる進展によって、社内にお

ける経営情報 ・知識の共有と流通における効率性の面から組織構造の変革に結

びっくことが不可欠であると考えられる。

以上のことに関しては、いうまでもなく人的資本形成にとって、人的資源管

理とりわけコンビテンシー ・マネジメントにおいて個人が持つインセンティヴ

やモティベーション（動機付け）にもいくばくか依存する形でエミュレーショ

ン（競合）効果の増大することが考えられる。これは、同時に、経営管理範囲
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5章地域開発と人的資本形成へのー視点

(span of control)をめぐる基本的な‘職能一権限一責任’における区分と内容の

在り方に関しでも、労働協約や雇用慣行における‘暗黙の契約’理論や事務規程、

職場規律、さらには企業文化とも何らかの影響を及ぽし合うところのものであ

る。さらに、それは、いわゆる年功序列や終身雇用という‘時間’に関係する概

念と、チーム・ワークや集団主義的意思決定方式などにおけるタテ社会的な多

階層構造という‘場’の概念とによって規定される内部組織構造でのコンビテン

シ一体系に対応するところのものでもある。

ただ、個別の職務担当にあたって必要とされるコンビテンシーのみならず、

職業人として求められるところのものや個別企業に固有のものも考えられる。

なかでも、内部組織におけるガパナンス（統治）機能を織り込んだコンビテン

シ一部分については、水平的な区分における職務と、垂直的な意味での階層構

造における職位という両者の組合せに基づく複数の部分が存在することになる。

また、いわゆる部分組織におけるセルフ・ガパナビリティに関するコンピテン

シ一部分についても、名目的と実質的とを問わず同様のことが当てはまると考

えてよい。

そこには、人的資源管理とコンピテンシー・マネジメントのいわば境界領域

における共通部分としてのマネジメント・オプ・マネジャーズともいうべきも

のの研究分野の拡充が期待される。それは、企業における内部組織のガパナン

スの望ましい在り方やその担当方法について検討する際にも、また、企業の成

長・発展にむけた組織効率の向上などを含めた戦略的な経営政策を策定する上

でも、共に重要な示唆や関連情報を意思決定に対して与えることが考えられる

からである。

4節 大学の生涯学習教育と地域での役割

これまで見てきたように、人的資本形成と教育活動は密接に関係するもので

あり、特に後者の果たす役割や機能には大きなものがある。確かに、実社会に

おける OJTなどの企業内教育や職業訓練の有効性には高いものがあるが、職

業人となるまでのプロセスや個人の発達段階の面では、従来からその中心を占

めてきたのは学校教育であり、IT化などで教育方法はいっそう多様化するとし
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ても今後ともその重要性が失われることはないと思われる。

さらに、職業人ないし社会人としての個人はもとより企業や各種組織体といっ

た法人等も、たとえば企業市民やそのメンバーとして、社会における望ましい

事業体や事業所の在り方に対する自らの規律付けやコントロールを各主体とし

ての行動体系の中に位置づけることが求められる。そこから、企業内部組織に

対するガパナンス（統治）や、さらにはその構成員に関する人的資源管理方法

などにおいて、適正に判断し対処しうる知見と行動力を修得することが必要に

なってくる。

このことは、公的規制緩和から制度改革が議論され進められる中で、且つ経

済社会におけるグローパリゼーションや通信情報化が急速に進展する中では、

地域社会にあっても内外における取引様式や商慣習の違い、さらには各国文化

や地域文化の実相と差異などを理解し認識した上で行動することの重要性を示

唆している。

それには、大学として教養教育の重要性を認識するのみならず、少なくとも

一般的なケースとして教養ある専門家の国際ビジネス・パーソンないし管理者

としての相対的優位性や汎用性を察知し、その酒養にあらかじめ対応すること

が、長期的にも卒業生の資質に関する社会的評価を通じて大学自体のレピュ

テーショ ン （評価・評判）を維持向上させることにつながるといってよい。そ

れはまた、大学と専門学校との棲み分け問題が、たとえばダブル・スクールに

通う学生の増加等を機に議論されたりする場合にも考慮されてよい点であろう。

経済経営系の正規教育課程については、本学部の伝統から教養教育と専門教

育のバランスに配慮しながら長い目で見て実務界で通用しうる人材養成に重点

をおいてその策定に努力してきた。近時における生涯学習教育の面でも、学部

および大学院の両課程で昼夜間講制が設置され、各方面のニーズに対応してい

る。デイ・タイムにおいて、学部では昼間コースとして 6コース、続く大学院

でも研究および専修コースの 2コースがそれぞれ設置されている。さまざまな

職業および年齢層の学生が修学している夜間主コースでは、学部でlコース、

大学院で昼間と同じ 2コースが提供されている。すなわち、特に学部および大

学院における夜間主コースについては、正規教育課程が既に生涯学習教育機関

として活動している。なお、これまでのところ少数例にとどまる科目等履修生・
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研究生 ・特別聴講学生などの受け入れによる教育のケースも一応これに含めて

区分することができる。

他方、正規教育課程以外の教育活動で生涯学習教育にあたるものとしては、

先ず公開講座があげられる。本学部では、社会に聞かれた教育研究機関として

の立場から昭和50年代から実施してきた実績を持つ。特に、 60年以降では、実

施会場も長崎市内のほか佐世保 ・川棚 ・島原など県下の諸地域に艦大しただけ

でなく、平成2・3• 5年度には東京会場（霞ヶ関ピル）でも実施している。

最近の5年間では、毎年3ないし 4シリーズの公開講座を聞いており、平均して

約150名の年間受講者を数えている。これまでは、主要なシリーズとしては、「現

代経営jおよび「世界経済と日本Jがあり、年によって「金融jや「アジアj、

「IT」等をキーワードとする時宜を得たテーマでの講座がそれらに加えて開講

されてきた。なお、放送大学長崎学習センターの教育活動が軌道に乗ってきた

こともあり、近年では公開講座の実施会場は本学部（片淵）キャンパスのみで

あるが、必要に応じて県北地域などでも、あるいは他大学との連携によるなど

多様な開催方法を検討するのが望ましい。

また、本学部正規教育科目の講義や独自の講演会ないし研究会の一部が、学

部 ・大学院の学生のみならず一般市民向けにも公開して実施されている。

このような組織としての対応だけでなく、各教官が個別に行う活動もあって、

たとえば公民館 ・市民会館等における諸講座の開催・担当や各種のシンポジウ

ムや講演会等に招かれて報告や講演を担当するケースも少なくないし、近時、

高校生に対しての出張講義も行われるようになってきた。

今後は、生涯における時間軸すなわち年齢層や世代という区分と、職業軸す

なわち職種や職位という区分などの組み合わせを考慮して、たとえば民間企業

の若手経営者向け短期講座あるいは事業会社の管理職を対象にした半期の夜間

講座等々もプランとして考えられるであろうし、地域の他大学の教育活動との

連携や支援も地域社会を担う大学の役割に含まれるであろう。そこでは、いう

までもなく社会の公器としての大学が持つ公共性と教育サービス供給でのフレ

キシビリティ（柔軟的対応）との調和も必要となるものである。単に聞かれた

大学を目指すというレベルから、もっと積極的に、透明性を保ちながら広く社

会と交流し相互に便益を増大しうる方向性を探ることが生涯学習教育面でも期
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待される時代に入ってきたと思われる。

j主

1 ）なお、ここでいうサービスについては、財貨サービスなどという表現にお

ける場合のものや、生産物として目に見えない財（invisiblegoods）である

とか、生産イコール消費または交換・購入として在庫のきかない商品特性を

持つなどといった通常の定義付けをされるものとしてとらえ、産業区分とし

ては、大きく第3次産業全体を指しているが、さらに小さく公的ならびに私

的サービス部門等としての分類がなされているものをも意味している。

2）たとえばローゼンシュタインーローダン（1961)など参照されたい。

3) human capitalのことで、単に企業組織においてのみ固有のものではなく

自治体自身や地域社会での車部裁体などにおいても広範に人材養成や教育問題

にかかわるところでは応用性のあるものである。

4) MEとは、 micro-electronicsないし electronicmechanicsを意味してお

り、コンピューター ・チップスあるいは小型のコンビュータ一類を内蔵し精

密な制御機構を備えた機械類ないし製造工程を指す。

5）既出の用語ではあるが、文化をして技術以下のものを包括したものとして

把握することも可能であろう。

6）エコノミーズ ・オプ ・スコープについては、たとえばボーモル他（1982)

を、シナジー効果については、たとえばアンゾフ（1965）など参照。

7）企業組織のヒエラルキーについては、たとえばウィリアムソン（1967、1975)

が詳しいが、青木 ・奥野（1996）でも取り扱っている。

8）これは、本稿では取り上げないが、コーポレート ・ガパナンスに関連して、

ヒエラルキーと組織構造の形態から機能的側面に及ぶ興味深い論点を含むも

のである。
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